
10

3

1

4

0

事業
概要

国民年金福祉年金の全部または一部の支給が停止されている高齢者に敬
老年金を支給する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

国民年金福祉年金の全部または一部の支給が停止されている高齢者に敬
老年金の支給

その他

現状と
背景

平成23年度実績
対象者　1人

36 36

0

0

0

県 0財
源
内
訳

国

市債

その他

一般財源 36 36

⑥－①

事業費 36 36 36 36 0

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 老人福祉費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 市　民　課

款 民　生　費
事業名 敬老年金支給事業

項 社会福祉費
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1,276

事業
概要

身体上、精神上、環境上に問題があり、経済的にも困窮している者で、家
庭で生活する事が困難な高齢者を施設に措置して必要な養護を提供し、
健康で安心した生活が送れるように支援する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

在宅生活が困難な高齢者を養護老人ホーム、特別養護老人ホーム等の施
設に措置して必要に応じた養護を提供し、健康で安心した生活が送れるよ
うに支援する。

その他

現状と
背景

一人暮らし高齢者が高齢者が増加しており、近隣に身寄りがなく、入院後
の在宅生活が困難になり入所申請されるケースが多い。

19,296 19,296

5,179 5,179 185

0

0

県 0財
源
内
訳

国

市債

その他 4,994

一般財源 18,020 28,563

⑥－①

事業費 23,014 28,563 24,475 24,475 1,461

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 老人福祉費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 老人保護措置費

項 社会福祉費
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300

事業
概要

75歳以上の在宅のひとり暮らしの高齢者宅を訪問・安否確認をし、また各
種相談に応じ孤立感の解消を図ると共に必要に応じて各種サービスに繋
げ安心して在宅生活が送れるように支援する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

ひとり暮らしのお年寄り宅を非常勤ヘルパーが毎月訪問し、安否を確認し
各種相談に応じ必要な高齢者福祉サービスに繋げ在宅生活を支援する。

その他

現状と
背景

高齢化率の増加と共に対象者が増えている。毎月、市及び地域包括支援
センターとの連絡会を開催し、情報共有を行っている。

300 300

1,617 1,617 ▲ 410

0

0

県 0財
源
内
訳

国

市債

その他 2,027

一般財源 0 1,917

⑥－①

事業費 2,027 1,917 1,917 1,917 ▲ 110

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 老人福祉費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 安否確認ヘルパー派遣事業

項 社会福祉費
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▲ 12

事業
概要

市政発展に寄与された高齢者を敬うために各地区で敬老会を開催する。
今年度
見直し
事 項

事業
目的

年度内100歳到達者、市内最高齢者、地区最高齢者及び８８歳到達者に対
し祝金、記念品を贈る。

その他

市内最高齢者、地区最高齢者及び８
８歳到達者に祝金、記念品の贈呈に
関する業務を平成２４年度まで境港
市社会福祉協議会に委託していた
が、平成２５年度から直営で実施す
る。

現状と
背景

高齢者人口の増加に伴い、対象者の増加が見込まれる。
平成23年度対象者　100歳到達者10人、祝い金対象者215人
平成22年度対象者　100歳到達者12人、祝い金対象者237人
平成21年度対象者　100歳到達者7人、祝い金対象者198人

766 766

0

0

0

県 0財
源
内
訳

国

市債

その他

一般財源 778 766

⑥－①

事業費 778 766 766 766 ▲ 12

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 老人福祉費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 敬老事業

項 社会福祉費
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▲ 19

事業
概要

単位高齢者クラブ、ことぶきクラブ連合会に対して助成を行い、地域の活性
化を図り、高齢者の生きがいや健康づくりを推進する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

高齢者が、経験と知識を活かし社会奉仕活動または創造的活動等に参加
する事により、生きがいを高め、生活を健康で豊かなものにする。

その他

現状と
背景

単位クラブにおいて新規会員の加入促進に取り組んでいる。高齢者人口が
増加するなかで高齢者が地域で生きがいを持って生活することは、介護予
防の観点からも重要であり、老人クラブの活動と役割がますます期待され
る。
平成24年度　クラブ数　　49クラブ
　　　　　　会員数　　　2,746人（平成24年5月現在）

1,633 1,633

0

0

0

県 2,518 2,485 2,485 2,485 ▲ 33財
源
内
訳

国

市債

その他

一般財源 1,652 1,633

⑥－①

事業費 4,170 4,118 4,118 4,118 ▲ 52

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 老人福祉費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 高齢者クラブ補助金

項 社会福祉費



10

3

1

4

74

事業
概要

長らく、市政の発展に寄与された高齢者夫婦を称える事業。
今年度
見直し
事 項

事業
目的

金婚・ダイヤモンド婚を祝い、長寿を願う。

その他
対象：ダイヤモンド婚　婚姻60周年、
金婚　婚姻50周年

現状と
背景

高齢化率の上昇により対象者が増加している。
平成24年度　ダイヤモンド婚30組、金婚43組
平成23年度　ダイヤモンド婚24組、金婚32組
平成22年度　ダイヤモンド婚32組、金婚42組

517 517

0

0

0

県 0財
源
内
訳

国

市債

その他

一般財源 443 517

⑥－①

事業費 443 517 517 517 74

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 老人福祉費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 金婚・ダイヤモンド婚記念事業

項 社会福祉費
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0

事業
概要

高齢者の健康増進、レクリエーション等の便宜を提供する老人福祉セン
ターの管理運営を指定管理者に委託する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

老人福祉センターの管理運営を指定管理者に委託し、高齢者福祉の増進
を図る。

その他

指定管理者である境港市老人福祉
センター管理運営受託協議会では
「浜の里まつり」などを開催し利用者
の増加を図っている。現状と

背景
平成19年7月から指定管理者制度に移行。指定管理者は境港市老人福祉
センター管理運営受託協議会。

6,333 6,333

7 7 0

0

0

県 0財
源
内
訳

国

市債

その他 7 7

一般財源 6,333 6,333

⑥－①

事業費 6,340 6,340 6,340 6,340 0

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 老人福祉費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 老人福祉センター運営事業

項 社会福祉費
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0

事業
概要

介護保険の認定を受けた市民税非課税世帯の高齢者が住宅の改良を
行ったときに、５３３，０００円を上限に、工事費用の３分の２の額を助成す
る。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

住み慣れた自宅で生活を継続することができるように、段差の解消や手すり
の取り付けなどに要する費用の一部を助成する。

その他

現状と
背景

平成２０年度実績　６件
平成２１年度実績　５件
平成２２年度実績  ６件
平成２３年度実績  ４件

1,333 1,333

0

0

0

県 1,332 1,332 1,332 0財
源
内
訳

国

市債

その他

一般財源 1,333 2,665

⑥－①

事業費 2,665 2,665 2,665 2,665 0

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 老人福祉費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 高齢者住宅改良事業補助金

項 社会福祉費
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267

事業
概要

70歳以上の市民税非課税世帯に属する高齢者に、鍼・灸・マッサージ施術
費の一部を助成する。主な経費としては、施術費の助成券の印刷代、施術
費の助成費用である。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

70歳以上の市民税非課税世帯の方に対して施術費用を助成し、健康で快
適な在宅生活が送れるよう支援する。

その他
年間12枚を限度に1回900円の助成
券を発行。

現状と
背景

平成23年度　交付者41人　利用枚数200枚

267 267

▲ 282

0

0

県 0財
源
内
訳

国

市債

その他 282

一般財源 0 267

⑥－①

事業費 282 267 267 267 ▲ 15

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 老人福祉費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 高齢者鍼・灸・マッサージ施術費助成事業

項 社会福祉費
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34

事業
概要

60歳以上の高齢者と同居されている方が、高齢者のための居室や浴室、ト
イレ等を増築・改築するための資金を貸し付けるための特別会計への運営
資金を繰り出す。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

60歳以上の高齢者と同居されている方が、高齢者のための居室や浴室、ト
イレ等を増築・改築するための資金を貸し付けるための特別会計への運営
資金を繰り出す。

その他

現状と
背景

109 109

0

0

0

県 0財
源
内
訳

国

市債

その他

一般財源 75 101

⑥－①

事業費 75 101 109 109 34

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 老人福祉費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 高齢者住宅整備資金貸付事業費特別会計繰出金

項 社会福祉費
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▲ 198

事業
概要

地域と社会福祉施設との交流を促進するための地域開放型コニュニティ施
設（ナマステホール）の建設費及び借入金の償還金の一部を助成する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

ナマステホールを会場に地域と社会福祉施設との交流を促進する。

その他
実績　平成22年度　7,739,335円
　　　平成23年度　7,549,903円
　　　平成24年度　7,339,817円現状と

背景
平成9年建設

7,142 7,142

0

0

0

県 0財
源
内
訳

国

市債

その他

一般財源 7,340 7,142

⑥－①

事業費 7,340 7,142 7,142 7,142 ▲ 198

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 老人福祉費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 社会福祉法人施設建設費等補助金

項 社会福祉費
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4

▲ 366

事業
概要

独立して生活する事に不安のあるひとり暮らしの高齢者等が安心して生活
ができる入居施設を提供する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

６０歳以上でひとり暮らしの高齢者等に生活の場を確保し、安心した生活が
送れるよう支援する。

その他

現状と
背景

社会福祉法人こうほうえんに運営委託している。
入居戸数　１２戸（平成２４年１１月末）

7,582 7,582

276 276 ▲ 48

0

0

県 0財
源
内
訳

国

市債

その他 324

一般財源 7,948 7,858

⑥－①

事業費 8,272 7,858 7,858 7,858 ▲ 414

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 老人福祉費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 生活支援ハウス運営事業

項 社会福祉費
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1,602

事業
概要

高齢者が安心して在宅生活を送るよう支援するため、シルバー人材セン
ターのサービスを利用した場合、利用料の助成を行う。主な経費としては、
決定通知書の印刷代、シルバー人材センターへの事業委託料である。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

草取り、剪定、小規模な修繕等の介護保険サービスでは対応できない軽易
な生活援助を行い、在宅のひとり暮らし高齢者等の自立した生活の維持、
継続を図る。

その他
年間１６時間を限度に利用料の半額
を助成。（平成21年度から）作業ごと
に単価設定あり。現状と

背景
平成２３年度　　　登録者　　　　４５５人
　　　　　　　　利用時間　　３，２６３．７５時間

1,602 1,602

▲ 1,687

0

0

県 0財
源
内
訳

国

市債

その他 1,687

一般財源 0 1,602

⑥－①

事業費 1,687 1,602 1,602 1,602 ▲ 85

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 老人福祉費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 軽度生活援助事業

項 社会福祉費
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23,568

事業
概要

　鳥取県後期高齢者医療広域連合が実施する後期高齢者医療給付に要
する費用について、12分の1を市町村が負担している。
　また、保険証発行・保険料賦課などを管理するシステムに要する費用な
ど、後期高齢者医療の運営に必要な経費を負担している。

今年度
見直し
事 項

事業
目的

　高齢者の医療の確保に関する法律のほか、鳥取県後期高齢者医療広域
連合規約の定めるところにより、制度の運営に必要な経費を鳥取県後期高
齢者医療広域連合に負担し、安定的で円滑な制度運営を図る。

その他

現状と
背景

　老人医療費が増大する中、現役世代と高齢者世代の負担を明確化し、公平で分かりや
すい制度とするため、75歳以上（一定の障害のある人は65歳以上）を対象として、独立し
た医療制度である後期高齢者医療制度が創設され、平成20年4月より始まりました。（老人
保健制度は平成20年3月で廃止されました。）
　後期高齢者医療制度の運営は、県内全市町村が加入する鳥取県後期高齢者医療広
域連合が行なっていますが、各種申請書の受付など窓口業務は市役所が行なっていま
す。

418,003 554 418,557

0

0

0

県 0財
源
内
訳

国

市債

その他

一般財源 394,989 418,003

⑥－①

事業費 394,989 418,003 418,003 554 418,557 23,568

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 老人福祉費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 市　民　課

款 民　生　費
事業名 鳥取県後期高齢者医療広域連合負担金

項 社会福祉費



10

3

1

4

▲ 554

事業
概要

　低所得者等に適用される保険料の軽減分を公費で補填するため、鳥取
県より県負担分（4分の3）を受け入れれて、市負担分（4分の1）と合わせて
後期高齢者医療費特別会計に繰り出している。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

　高齢者の医療の確保に関する法律の定めるところにより、低所得者等に
適用される保険料の軽減分を公費で補填することにより、制度の財政基盤
の安定化を図る。

その他

現状と
背景

　老人医療費が増大する中、現役世代と高齢者世代の負担を明確化し、公平で分かりや
すい制度とするため、75歳以上（一定の障害のある人は65歳以上）を対象として、独立し
た医療制度である後期高齢者医療制度が創設され、平成20年4月より始まった。（老人保
健制度は平成20年3月で廃止となった。）
　後期高齢者医療制度の運営は、県内全市町村が加入する鳥取県後期高齢者医療広
域連合が行なっているが、各種申請書の受付など窓口業務は市役所が行なっている。

23,504 23,504

0

0

0

県 56,065 57,757 57,757 57,757 1,692財
源
内
訳

国

市債

その他

一般財源 24,058 28,129

⑥－①

事業費 80,123 85,886 81,261 81,261 1,138

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 老人福祉費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 市　民　課

款 民　生　費
事業名 後期高齢者医療費特別会計繰出金

項 社会福祉費



10

3

1

4

202

事業
概要

在宅の寝たきり高齢者、認知症の高齢者等を介護している家族に対し、介
護の負担軽減のために紙おむつ購入費を助成する。主な経費としては、お
むつ券印刷代、紙おむつ代購入助成費である。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

常時おむつが必要な方を在宅で介護している家族に対し、おむつの購入
費を助成する事により、介護者の負担を軽減する。

その他
要介護度３以下でおむつが必要な
方、介護している方共に市県民税非
課税世帯現状と

背景

１ヶ月　１，２００円助成
平成２３年度　　登録者　　　　１８人
　　　　　　　　利用枚数　　１３６枚

202 202

▲ 216

0

0

県 0財
源
内
訳

国

市債

その他 216

一般財源 0 202

⑥－①

事業費 216 202 202 202 ▲ 14

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 老人福祉費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 家庭介護用品購入費助成事業

項 社会福祉費



10

3

1

4

▲ 146

事業
概要

介護保険サービスの提供を行う社会福祉法人等が、その社会的な役割に
かんがみ、利用者負担の軽減を行うと市に申し出た場合、その軽減した額
に対して助成を行う。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

介護保険サービス利用者で低所得の利用負担額の軽減措置事業を実施
することにより、サービスの円滑な利用を促進する。

その他

対象条件：市民税非課税世帯に属
し、年間収入が150万円（恩給等の非
課税年金も含み、世帯員1名が増え
るごとに50万円を加算した額）以下の
者であること。かつ預貯金が350万円
（世帯員1名が増えるごとに100万円
を加算した額）以下であること等。

現状と
背景

対象者90人（平成23年度）

1,385 1,385

0

0

0

県 4,590 4,155 4,155 4,155 ▲ 435財
源
内
訳

国

市債

その他

一般財源 1,531 1,385

⑥－①

事業費 6,121 5,540 5,540 5,540 ▲ 581

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 老人福祉費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 社会福祉法人利用者負担軽減事業補助金

項 社会福祉費



10

3

1

4

15,381

事業
概要

介護給付費及び地域支援事業費の市負担分や事務経費など、介護保険
制度の円滑な運営ための繰出金。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

介護給付費及び地域支援事業費の市負担分や事務経費など、介護保険
制度の円滑な運営ための繰出金。

その他

現状と
背景

介護給付費繰出金、地域支援事業繰出金（介護予防事業）、地域支援事
業繰出金（包括的支援事業等）、職員給与費繰出金、事務費繰出金

442,022 ▲ 554 441,468

0

0

0

県 0財
源
内
訳

国

市債

その他

一般財源 426,087 444,934

⑥－①

事業費 426,087 444,934 442,022 ▲ 554 441,468 15,381

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 老人福祉費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 介護保険費特別会計繰出金

項 社会福祉費



10

3

1

4

0

事業
概要

　高齢者福祉の推進を願う市民などからの寄附金等を、地域福祉基金に積
み立てるものだが、当初予算では、基金の運用収入（預金利子）のみを計
上している。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

　高齢者福祉への指定寄附金などを地域福祉基金に積み立て、境港市で
の高齢者福祉の推進を願う市民等の意思の尊重と高齢者福祉等関連事業
の安定的な実施を図る。

その他

現状と
背景

　境港市地域福祉基金は、高齢者福祉の推進を図るため平成３年度に設
置している。

0 0

3 3 ▲ 2

0

0

県 0財
源
内
訳

国

市債

その他 5 3

一般財源 0 0

⑥－①

事業費 5 3 3 3 ▲ 2

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 老人福祉費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 財　政　課

款 民　生　費
事業名 地域福祉基金積立金

項 社会福祉費



10

3

1

4

▲ 10

事業
概要

家にとじこもりがちな高齢者等を対象に、身近な集会所等において地域の
援助員などを中心にレクリエーションや軽体操を提供する事により、在宅生
活を支援する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

介護予防のための体操やレクリエーションを行い、参加者同士の交流を深
め、在宅福祉の向上を図る。

その他

現状と
背景

各地区社会福祉協議会に委託している。

5,271 5,271

0

0

0

県 0財
源
内
訳

国

市債

その他

一般財源 5,281 5,016

⑥－①

事業費 5,281 5,016 5,271 5,271 ▲ 10

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 老人福祉費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 高齢者ふれあいの家事業

項 社会福祉費



10

3

1

4

0

事業
概要

家族等の支援のない地域で自立生活ができない経済的困窮者の生活状
況を総合的に判断し、施設入所の可否を決めるための養護老人ホーム入
所判定委員会を開催する事務費。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

家族等の支援のない地域で自立生活ができない経済的困窮者の生活状
況を総合的に判断し、施設入所の可否を決めるための養護老人ホーム入
所判定委員会を開催する。

その他

現状と
背景

18 18

0

0

0

県 0財
源
内
訳

国

市債

その他

一般財源 18 18

⑥－①

事業費 18 18 18 18 0

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 老人福祉費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 養護老人ホーム入所判定委員会費

項 社会福祉費



10

3

1

4

▲ 294

事業
概要

鳥取県西部広域行政管理組合が経営する、高齢者の心身の健康増進、保
健、休養の場所を提供するための宿泊施設である「うなばら荘」の運営費を
負担する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

鳥取県西部広域行政管理組合が経営する、高齢者の心身の健康増進、保
健、休養の場所を提供するための宿泊施設である「うなばら荘」の運営費を
負担する。

その他

現状と
背景

10,056 ▲ 262 9,794

0

0

0

県 0財
源
内
訳

国

市債

その他

一般財源 10,088 10,056

⑥－①

事業費 10,088 10,056 10,056 ▲ 262 9,794 ▲ 294

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 老人福祉費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 鳥取県西部広域行政管理組合負担金（うなばら荘）

項 社会福祉費



10

3

1

4

▲ 90

事業
概要

平成22年度でなくなった老人保健費特別会計に係る、過年度分老人保健
医療費の支払い及び国、県、社会保険診療報酬支払基金負担金の精算。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

過年度分老人保健医療費の支払い及び国、県、社会保険診療報酬支払
基金負担金の精算。

その他

現状と
背景

平成20年3月で廃止となった老人保健医療費について、平成22年度で特
別会計を閉じ、一般会計で精算する。

17 17

0

0

0

県 0財
源
内
訳

国

市債

その他

一般財源 107 107

⑥－①

事業費 107 107 17 17 ▲ 90

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 老人福祉費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 市　民　課

款 民　生　費
事業名 老人保健費精算事業

項 社会福祉費



10

3

1

4

0

事業
概要

後見成年制度の利用促進を図るため成年後見サポートセンターへ高齢者・
障がい者の権利擁護支援業務を委託する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

 高齢者や障がい者が地域で安心して安全に生活していくためには、自ら
のニーズに基づき、保健、医療、介護等の各種サービスから必要なサービ
スを選択し、尊厳を持って生活を送ることが重要です。その実現のため当
事者の権利や財産を守り支援する成年後見制度の利用促進を目的としま
す。

その他

現状と
背景

 認知症等により制度を活用する必要があるが、後見人を引き受ける親族が
いなかったり、後見報酬を支払うことが困難な市民の方々の多いなど、後見
制度の普及は進んでいないのが現状。

360 360

0

0

0

県 0財
源
内
訳

国

市債

その他

一般財源 360 360

⑥－①

事業費 360 360 360 360 0

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 老人福祉費 補助単独の別

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 成年後見サポートセンター運営推進事業

項 社会福祉費



10

3

1

4

300

事業
概要

地域の相互扶助機能を活用し、地域の見守り体制などの取り組みを支援。
今年度
見直し
事 項

事業
目的

その他

現状と
背景

300 300

0

0

0

県 0 600 600 600 600財
源
内
訳

国

市債

その他

一般財源 0 300

⑥－①

事業費 0 900 900 900 900

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 老人福祉費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 高齢者見守りネットワーク構築事業

項 社会福祉費


